
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(資料)総務省「家計調査統計」資料より作成。 

日本経済の消費動向は、消費者物価の上昇圧力が強いことを受けて、実質ベースでさら

に減速する動きとなっている。実質消費支出は、月による変動はあるものの 2022 年央以

降前年を下回る傾向が続いている。その要因として、実質可処分所得の減少がある。  

2022 年以降、賃金上昇はあるものの物価の上昇には追いつかず消費者物価の上昇と共

に実質可処分所得が減少する状況が続いている。今後も食料品、エネルギー価格等生活必

需品の価格上昇が見込まれることから、慎重な消費動向が続くと見込まれる。 

日本経済・実質消費・可処分所得 
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●メールアドレス： info@sapporo-php.co.jp 
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